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第二次世界大戦前夜における 

ドイツ製鉄業の労働力配分 *

---グーアホフヌンクとクノレツフ鋳鋼工場の分析---

矢 野 久

目次 

I 序
n グーチホフヌンクならびにクルップ鋳鋼工場の製鉄部門における生産.就業状態 

1 高炉 
2 工場 

3 圧延工場 

皿企業内労働力移動の実態と意義 

W 結論

序

ヒトラーに熱狂的な喝采を送り，「ハ イ ル . ヒトラー」を声高く叫ぶドイツ人労働者， ゲシュタ 

ポの荒れ狂うテロルの下，反ナチ抵抗運動の闘士として闘い，ついには強制収容所の露と消えたド 

イツ人労働者。 このどちらの範畴にも属さぬその他多数の労働者が，r第三帝国」においていかに生 

きたのかという問題は，上記の相反する労働者像に強く影響されて，歴史研究においても充分には 

検討されてこなかった。 この素朴な疑問を歴史研究の対象にまで深化させようとしたのは，皮肉な 

ことにドイツ人の歴史家ではなく，イギリスのドイツ史 家メ イ ソ ン （Timothy W. Mason) であっ 

た。彼は，ナ チ . レジームが体制的危機に陥り，その解決策として戦争という手段を選ばざるをえ 

なくなったとして， この史的過程を軍備拡大によって生じた労働力不足の激化から解明しようとし 

た。すなわち，労働力不足は個々の産業部門における生産の発展を妨げたばかりでなく，軍需産業 

の生産の飛躍的発展をも阻止するほどのものであり， ドイツの再軍備状態は，ナチスにとっては到 

底充分とはいえぬものとならざるをえなくなった。 そればかりでなく， この軍需生産の榮展を妨げ 

た社会的要因は，組織された非合法の反ナチ抵抗運動とは一線を画して考えられるr労働者の反対

* 本稿は，筆者の学位論文 Hisashi Yano: Die soziale Lage der Arbeiterschaft der>isen- und stahlerzeu- 

genden Industrie im westlichen Ruhrgebiet 1936—1939, Diss. Bochum 1983 (m aschr.)の全十章のうち， 

第二 •三章をもとにして新たに言きあげたものである。なお，本学位論文は，Beiheft zur Zeitschrift farUnter- 

nehmensgeschichteの Nr. 34として公刊される予定である。
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(Arbeiteropposition)J,すなわち，具体的には，労働意欲喪失，消極的抵抗，規律她緩等の労働者

の社会的態度であった。1938—1939年の国内テロルの強化と侵略戦争の開始は，労働者の反体制的
C1)

態 度 が 示 す 「社会的不統合」 の危険性に对するナチスの反応であった，. というのである。

メイソンのこの解釈は，ナチス研究に大きな波紋を投げかけた。 メイソンが，生産過程における

階級対立をナチ体制の危機の基礎としたのに対し，ヘ ル プ ス ト （Ludolf Herbst)は，経 済 的 •社 会

的領域での不安定性を回避しうるナチ. レジームの支配のメカニズムを強調し，同時に，労働者の
(2 )

日常的現実そのものが安定. 統合化を示していたと理解する。それに対し，ルール鉱山労働者に研

究の焦点を合わせたヴィゾツキー（Klaus Wisotzky)は，鉱山労働者の日常的現実におけるニ面性

を指摘している。一方で，鉱山労働者の無規# は広沉に浸透したが，他方で’ この無規唐は反体制

的態度にまでは高まらなかったという。 その原因を彼は，テロルの強化とならんで，鉱山労働者間 
_  (3)

の利害の分裂と「孤立化」 に求めたのである。

このように，第二次世界大戦前夜におけるナチス体制の社会的危機如何という問題を究明するに

際 し 社 会 的 • 経済的領域における危機が存在したのか，存在したとしたらいかなる危機であった
(4)

の力S という点をめぐり多様な解釈がなされてきている。 しかし，社会的.経済的領域での実態を

「三田学会雑誌」77卷 3号ひ984年8月）

注 ( 1 ) Timothy W, Mason; Arbeiterklasse und Volksgemeinschaft. Dokumente und Materialien zur deu- 

tschen Arbeiterpolitik 1936一1939, Opladen 1975, S. 104,108; ders.: jSozialpolitik im Dritten Reich. 

Arbeiterklasse und Volksgemeinschaft, Opladen 1977, S. 214, 221, 285, 298, 312 ff.’ 316; ders.: "Arbei. 

teropposition im nationalsozialistischen Deutschland", in; Die Reihen fast geschlossen, hrsg. v. Detlev 

Peukert und Jurgen Reulecke, Wuppertal 1981, S. 296 f., 300, 303 f., 306, 310; ders.: "Innere Krise 

und Angriffskrieg 1938/39'', in: Wirtschaft und Riistung am Vorabend des Zweiten Weltkrieges, hrsg. 

V. Friedrich Forstmeier und Hans-Erich Volkmann, Dasseldorf 1975, S .173 f. メインンは，最近の論文に 

おいて，労働者階級のナチ支配体制への「統合（Integration)」問題を視野に入れる必要性を強調するようになっ 

た。T. Mason: "Die ；̂Bandigung der Arbeiterklasse im nationalsozialistischen Deutschland. Eine 

Einleitung", in : Carola Sachse u. a .: Angst, Belohnung, Zucht und Ordnung, Herrschaftsmechanismen 

in Nationalsozialismus, Opladen 1982, ins. S .18, 33 ff.

邦語文献としては，戸原四郎「ナチスの労働政策」東京大学社会科学研究所編『ファシズム期の国家と社会』 3 

東京大学出版会1979年所収，また拙稿rナチス後期における労働政策とその実態に関する社会史的考察（上，下)」 

『三田学会雑誌』70卷 6号，1977年，71卷 3号，1978年所収，またT. Mason; Sozialpolitikこに関する興味深い書 

評として後藤俊明「ナチ• レジームの社会史研究の一動向J 経済論叢』131;卷6号，1983年を参照。最近の研究なら 

びに資料集にもとづいてバイュルンの民寐生活を描いた邦語文献として，村瀬興雄『ナチス統治下の民衆生活一その 

建前と現実一』東京大学出版会1983年 （同 「ナチズムと大来社会現象」『思想』716号1984年 2 月号所収をもみよ）があ 

る。この著書には利用されていないが，同じように重要な資料としてDeutschland.Berichteder Sozialdemokra- 

tischen Partei Deutschlands (Sopade) 1934—1940, Frankfurt a .M .1980 が公刊されている。またこれを使 

ゥた研3̂ 文献として Michael'とVoges: "Klassenkampf in der fc'Betriebsgemeinschaft,. [Die ‘Deutschland- 

Berichte，der SOPADE (1934一 1940) als Quelle zum Widerstand der Industriearbeiter im Dritten Reレ 

ch", in: Archiv fiir Sozialgeschichte, Bd. XXI, 1981.

( 2 )  Ludolf Herbst: "Die Krise des nationalsozialistischen Regimes am Vorabend des Zweiten Weltkrie­

ges und die forcierte Aufriistung. Eine Kritik", in: Vierteljahrshefte ftir Zeitgeschichte, 26.Jg ,/N r.3, 

1978, S. 369, 376 ff., 389,

( 3 )  Klaus Wisotzky; Der Ruhrbergbau im Dritten Reich. Studien zur Sozialpolitik im Ruhrbergbau 

und zum sozialen Verhalten der Bergleute in den Jahren 1933 bis 1939, Dasseldorf 1983, S .113 ff., 222 

ff., 230 ff., 234 ff., 238, 241 f.’ 260 ff.
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認識する場合に，従来の研究は，労働力不足を労働市場での労働者の地位の変化の原因として把握

する点においては一致していた。メイソン力;，労働力不足から生ずる社会随伴現象をナチ•レジー

ムの社会的危機にまで昇化させているのに対し’ ヘルプストは，労働力不足を’労働者のナチ体制

への統合化の要因として捉えている。ヴィゾツキ一は，労働力不足を，鉱山労働者の不満を発露さ

せる原因として理解する一方，完全雇用状態での典型的な社会的態度の要因として解釈している。

ところが，社会的. 経済的領域での危機は，従来の研究が前提にするような「労働力不足」事態だ

けに規定されていたわけではない。「労働力不足」の実態，およそ雇用状態そのものを分析し’そ

れが社会的. 経済的領域においていかなる役割を果たしていたのかを吟味することなくしては’社

会的 • 経済的領域での危機如何，という問いには答えられないであろう。

この雇用状態そのものを对象にした研究の蓄積は，いまのところ決して豊かとはいえないが，そ

のなかでゼーボルト（Gustav-Hermann S e e b o ld )は，第三帝国におけるボーフム連合（Bochumer

V e r e in )の経済的. 社会的発展を分析し，就業状況を技術的•経済的発展との関連で捉えようとし

ている。彼によれば，同企業の就業者数は1936年以阵停滞している。彼はその原因を，第一に，労

働/力不足，第二に，生産能力を短期間に拡大しえない♦ 実に求めている。それにもかかわらず同企

業の生産が増加しているのは，第一に，遊休設備が再び稼働し，第二に，労働条件が悪化したこと

にある，という。1938年後半期になってボーフム連合の就業者数は増加するが，これは，ゼーボル

トによれば，新たに雇用されたのが労働力の質からすれば不熟練• 未熟練労働者だったにせよ，国
C5)

家の労働配置政策，またナチ党の協力によって可能であったという。

それに対してヴィゾツキ一は，ルール鉱業の雇用状態を分析する中で，失業克服過程での失業者

数の減少が遅々たるものであったことを示している。その原因は，ワイマール期以降も存続する合

理化と鉱業企業側の雇用政策，すなわち,就業者数を増加させるよりも一時休業を減少させるとい
( 6 )

う政策に求められた。1938年以降の石炭需要の増加により鉱山労働者の増員が必要となったが，ヴ 

ィゾツキーによれば， 員は労働力が不足していたため不可能であった。それぱかりか，ルール鉱 

業{Cおいては，他部門，特に鉄鋼業への労働力流出が深刻な問題になっており，H 家の労働配置政
C7)

策は不利に作用した。. こうして，ルール鉱業企業は就業者数を増加しえなかった，というのである。

このように，従来の諸研究から明らかになる点は，第一に,労働力不足という事態は産業部門に 

よって異なる様相を示していたということ，第二に，国家の労働配置政策も産業部門によって異な 

る影響を及ぽしていたことである。メイソンの仮説ならびにそれに对する批判を検討しようとする

第二次世界大戦前夜におけろドイツ製鉄業の労働力配分

注 （4 ) それ以前のナチス体制における政治と経済に関する問題，ファシズム論等については，山ロ定『現代ファシズム論 

の諸潮流』有斐閣，1976年参照。 

r 5 'I Gustav-Hermann Seebold; Ein Stahlkonzern im Dritten Reich. Der Bochumer Verein 1927—1945, 

Wuppertal 1981, S .153 f t ,156 ff., 175.

( 6 )  K. Wisotzky: op. cit, S .64 ff., 73 ff.

( 7 )  Ibid., S .124 ff., 127,129 ff .,134 f.
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「三田学会雑誌」77卷3号 （1984年8月）

場合，このニ点を無視することはできない。そこで本稿では，このニ点を明らかにするために，グ 

— アホフヌンク（Gutehoffnungshiitte Aktienverein: 以下G H H と略記）ならびにクルツプ鋳鋼工場 

(GuBstahlfabrik der Fried. Krupp A⑦ の製鉄部門という個別企業のレヴェルでの分析，とくに雇 

用状態の分析を行ないたい。そしてその際，どのような生産要因が両企業の雇用状態に影響を及ぼ 

したのか，両企業がいかなる雇用政策を展開したのか，またどのように労働力を確保したのかを検 

討することにする。
C8)

対象とする時期は，これまでの歷史研究の成果にもとづき，1936年の第二次四か年計画導入•実 

施から第二次世界大戦勃発までに限定される。それは，第一に，1936年を機に経済政策の意志決定 

過程が変化し，経済的再軍備が強行されたこと，第二に，それに対応して経済の諸領域で国家統制 

が導入• 実施される画期が与えられたからである。

n グーテホフヌンクならびにクルツプ鋳鋼工場の製鉄部門 

における生産 • 就業状態

少なくとも今世紀初頭には，G H H とクルップ両企業は，鉄鉱石と石炭の採掘から，製鉄•製鋼 

• 圧延の生産，さらに船舶• 機械•鉄橋等の製造にまでいたる生産基盤をもつ巨大鉄鋼コンツェル 

ンであった。しかし，クルップは舞鋼生産から出発し（1810年代) ，製鋼生産に手を拡げ〔1850年代)， 

その後，原料基盤の確保のため炭鉱• 鉄鉱山を買収し〔1870年代) ，鉄鋼コンツェルンとして成立.

注 （8) Arthur Schweitzer: Big Business in the Third Reich, Bloomington 1964; Heinz Dietmar Petzina: 

Der nationalsozialistische Vierjahresplan von 1936. Entstehung, Verlauf, Wirkungen, Diss. Mannheim 

1965; Dieter Petzina: "Hitler und die deutsche Industrie", in: Geschichte in Wissenschaft und Un- 

terricht,17. Jg., 1966; ders.: "IG.Farben und nationalsozialistische Autarkiepolitik", in Tradition,13. 

Jg,, 1968; ders. Autarkiepolititik im Dritten Reich. Der nationalsozialistische Vierjahresplan, Stutt­

gart 1968; Peter Hiittenberger; "Nationalsozialistische Polykratie", in; Geschichte und Gesellschaft,

2. Jg. /H 4,1976 ; Jost Dulffer: "Der Beginn des Krieges 1939 ： Hitler, die innere Krise und das Ma, 

chtesystem", in: ibid.; Franz し Neumann: Behemoth. Struktur und Praxis des Nationalsozialismus 

1933-1944, Frankfurt a.M. 1984 (New York 1942!, 19442)〔岡本友孝/ 小 英 祐 / 加藤栄ー訳『ビヒモス-ナチ 

ズムの構造と実際』みすず書房1963年) . 邦語文献としては，以下を参照。壊本健『ナチス経済一成立の歴史と論理』 

東京大学出版会1%4年，大野英ニ「四力年計画と経済政策の転換一ナチ• レジーム研究ノ一 ト」大野英ニ/住谷一彦 

/ 諸田実編『ドイツ資本主義の史的構造』有斐閣1972年所収，山ロ定『ナチ•ュリート』中央公論社1976年，戸原四 

郎 「ナチス経済」『ファシズム期の国家と社会』前掲書所収，ドイツ鉄鋼業については，エ藤章「ナチス体制下の鉄 

鋼資本J 同所収，木畑和子「ナチス第三帝国下の国営企業」『歴史評論』367号，1980年。独占資本主義とナチズムに 

ついて0 研究成果については，栗原優「独占資本主義とナチズム」西川正雄編『ドイツ史研究入門』東京大学出版会 

1984年所収参照。筆者が本叙述を1936年から始めるのは，ナチ政府が政権掌握当初から再軍備を意図していたことを 

否定するからではない。Dietmar Petzina: Die deutsche Wirtschaft in der Zwischenkriegszeit, Wiesbaden 

1977, S. 117; Karl Heinz Ludwig: **Strukturmerkmale nationalsozialistischer Aufriistung bis 1935"' 

in: Wirtschaft und ROstung, op. c i t .大島通義「ヒットラー-国防軍. 会計検査院」『三田学会雑誌』69卷5号 

(1976年 6 月），同「第三帝国における予算政策」同70卷 3号 （1977年 6 月）。Michiyoshi：Oshima: "Die Bedeutung 

des Kabinettsbeschlusses vom 4. April 1933 fur die autonome Haushaltsgebarung der Wehrmacht", 

in: Finanzarchiv, Bd. 38/H 2,1980, S .193 ff.
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発展していった。それに対し，製鉄生産から出発したGHH (1810年）は， 機械の製作も行なうよ
(10)

うになり（18M年代)，後には炭鉱をも所有するようになった（1850年代)。かように，異なる経過を 

歩んだとはいえ，1870年代には両企業はコンツユルンとしてのほぼ同一の生産基盤をもつにいたっ 

たのである。しかし，1933年のヒトラーの政権掌握以降，両コンツ-ルンは相反する政策を展開す 

る。クルップは，ヴェルサイユ条約によって禁ぜられた国防軍注文を営業年度1934/35年に再び受
(11)

けるようになり，クルップの「名誉ある伝統」にもどっている。それに对してG H H は軍需生産 
〔12) 

を行なっていなかった。 

本稿か対象とする製鉄関係に関しては，G H H はオーバーハウゼンりニ工場（総じてOberhause. 

ner H iittenw erkeと称された）で鉄鋼を生産していた。すなわち，オーバーハウゼン製鉄所：Eisen- 

hiitte Oberhausen (1863年完成，E. 0 .と略記されていた） で鉄鉄生産が，新オーバーハウゼン製鋼

第二次世界大戦前夜におけるドイツ製鉄業の労働力配分
( 9 )

注 （9) Wilhelm Berdrow: Alfred Krupp und sein Geschlecht.150 Jahre Krupp-Geschichte 1787一1937 

nach den Quellen der Familie und des Werks, Berlin 1937; ders.: Alfred Krupp und sein Geschlecht. 

Die Familie Krupp und ihr Werk von 1787一1940 nach den Quellen des Familien-und Werksarchivs 

geschildert» Berlin 1943; Renate KChne-Lindenlaub: "Die Familie Krupp", in; Neue Deutsche Biogra- 

phie, B d .13,1982; William Manchester: Krupp. ZwOlf Generationen, Mtinchen 1968;諸田実『クルップ 

一ドイツ兵器王国の栄光と崩壊J l東洋経済新報社，1970年。

(10) Arnold Woltmann/Fr. Frdlich: Die Gutehoffnungshtitte Oberhausen, Rheinland, Zur Erinnerung an 

das 100 jahrige Bestehen, 1810一1910, Dtisseldorf 1910; Fritz B tichner:125 Jahre Geschichte der Gute- 

hoffnungshtitte, Oberhausen 1935 ； Andreas Graf von Ballestrem: Es begann im Dreiiandereck. Das 

Stammwerk der GHH一Die Wiege der Ruhrindustrie, Tubingen 1970; Bodo Herzog: "Zum 100. Todes- 

tag von Franz Haniel am 24. April 1968", in: Zeitschrift ftir Binnenschiffahrt. 4. Jg., 1968; ders./ 

Klaus J. Mattheier ： Franz Haniel 1779—1868. Materialien, Dokumente und Untersuchungen zu Leben 

und Werk des Industriepioniers Franz Haniel, Bonnン979: Erich Maschke; Es entsteht ein Konzern, 

Paul Relasch und die GHH, Tubingen 1969; Hans-Josef Joest: Pionier im Ruhrrevier. Gutehoffnungs- 

htitte一Vom akensten Montan-Unternehmen Deutschlands zum grofiten Maschinenbau-Konzern Euro, 

pas, Stuttgart 1982.

(11) Jahresbericht und Bilanz der Fried. Krupp AG Essen 1934/35, in: Historisches Archiv der^Fried. 

Krupp GmbH, Essen (Abk. HA/Krupp) Werksarchiv (Abk. WA) 41/2一 167. (クルップにおける営業年度 

は10月1 日から9 月30日，G H H における営業年度は7 月1 日から6 月30日であった。本稿では，簡略化のため，例 

えぱ営業年度1937/38は，1937/38年と略す。）

( 1 2 )国策上重要として承認された企業リストを参照。Bundesarchiv Koblenz (Abk. BA), R 41/242 und 243. し 

力、しながら，クルップにおける軍需生産の意義を過大評価することは許されない。クルップ.コンツェルンの総販売 

額に占める軍需服売額の割合は，1937/38年においてさえ，わずか9.3多にすぎず，第一次世界大戦前の時期に比し， 

はるかに低かった。1912/13年のクルップ•コンツニルンの総販売額は463.4 M il l- R M ,そのうち軍需販売額は 

128.8 M ill.RM  であった。R. KShne-Lindenlaub: op. c it, S. 139.それに対し，1937/38年の総販売額は 772.540 

M i l l .R M ,そのうち軍需販売額は568 Mill. RM である。Office of CMef of Counsel for War Crimes in 

Akte Narnberger ProzeB der Hauptverwaltung N r ,12, NIK] 13053, (NIK ならびにその他のニュルンペル 

ク栽判文書については永等三千輝/ 木畑和子「ニュルンベルク栽判文書と若千のアルヒーフ史料について」『現代史 

研究』29号1979年所収参照）；Statistisches Handbuch der Firma Fried. Krupp, o.O. Sept. 1943, S .49.Vgl. 

auch Thilo Freiherr von Wilmowsky: Warum wurde Kruppjverurteilt, Stuttgart 19502, S. 28 f.ペルド 

ロウによれば，1935/36年に配当支払いの決定がなされたとあるが，これは誤りで，1935/36年の営業状況をもとに， 

1937年1月に決定され，1936/37 年に配当が支払われた。W. Berdrow: Alfred Krupp, 1943, S. 232 ; Jahresbe- 

richte und Bilanzen der Fried. Krupp, AG Essen 1935/36, 1936/37, in: HA/Krupp WA 41/2—167; R. 

K5hne-Lindenlaub; op, cit, S. 141 .また，諸田前掲書，300頁参照。
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• 圧延工場：Walzwerk Neu-Oberhausen (1S68—1872年，製鋼. 圧延の総合工場として出発，RO.と 

略記されていた）で粗鋼• 圧延生産が，そしてオーバーハウゼン圧延工場：Walzwerk Oberhausen
(13)

(1829—1830年，薄板圧延工場として出発，W. 0 .と略記されていた）で圧延生産が行なわれていた。こ 

の三工場が以下の考察対象となる工場である。一方，クルップでは，子会社を除くと，エッセンの 

鋳鋼工場ならびにラインノ、ウゼンのフリートリッヒ .アルフレート製鉄所で鉄鋼が生産されていた

. ,  , ....... .......... , セン

のぽ鋼工場における製鉄生産を分析の対象とずる'，

表 1 : G H H ならびにクルップ鋳鋼工場の就業者数

r三田学会雑誌J 77卷3号 〔1984年8月）

力;，資料の都合上，本稿では，エ ッ セ ン •ボ ル ベ ッ ク （Essen-Borbeck) の製鉄所を含む
(14)

営業年度
G H H

年1)
クルップ鋳鋼工場2)

就業者数 指 数  
1928/29年=100 就業者数 指 数  

1929年=  100

1928/29 32,895名 100 1929 29,347名 100
1932/33 16,197 49 1932 16,812 57
,1933/34 19,671 60 1934 32,501 111
1934/35 21,668 66 1935 39,944 136
1935/36 23,892 73 1936 43,438 148
1936/37 26,982 82 1937 48,114 164
1937/38 29,732 90 1938 55,655 190
1938/39 31,076 95 19393) 63,775 217

1 ) 9月30H現在。
2 ) プレーメン、ヴッパー夕一ル工場を含む。

3 ) 徴兵 . 労働$ 仕団に召集されたもの、見習エを含む。
資料：Fritz Buchner:125 Jahre Geschichte der Gutehoffnungshiitte, 

Oberhausen 1935, Anlagも erg'dnzt von Bodo Herzog; Statisti- 
sches Handbuch der Firma Fried. Krupp, o. 0. September 1943, 
S. 72 f.

注 （13) A. Woltmann/Fr. Frolich; op. cit.; F. BUchner; op. c it.; Helga Junkers; Entwicklung und Wachs- 

tum der Stahl-und Walzwerke Oberhausen und Neu-Oberhausen 1880—1890. Beispiele unternehmeri- 

scher Entscheidungen in der GHH, Diss. Heidelberg 1970.

( 1 4 )注 （9 ) 以外に’ Die Fried. Krupp Aktiengesellschaft in Vergangenheitlund Gegenwart. Ein Lichtbild- 

vortrag Uber das Gesamtunternehmen, Essen 1937, S. 5 f .;"150 Jahre Fried. Krupp", in : Krupp Mittei- 

lungen, 45.Jg. /Nr. 7 ,1961 ;Fritz Pudor: "Schaubild aus dem Industrierevier", in: Ruhr und Rhein, 

20. Jg. /H 22,1939, S. 512; Wilhelm Helmrich: Das Ruhrgebiet. Wirtschaft und Verflechtung, MUnster 

19492, S. 215 f . クルップは，すでに1860年代にエッセンの鋳鋼工場の製鋼.圧延工場と連結する高炉を建設する計 

画をもっていたが，クルップ鋳鋼工場は，第一次世界大戦勃発後にはじめて，本工場より北方に位置するエッセン. 

ボルペックのライン. ヘルネ運河沿いに，新工場の建設を開始している。しかしながら，最初に高供が作られたわけ 

ではなく，1917年にまずマルティン製銅場（VE), 1922/23年に圧延工場が設立された。そして1927年に二つの高炉の 

建設が開始されている（1929年に操業開始）。これによって，エッセンの鋳鋼工場と連結した製鉄所が完成し，原材 

料から完成品まで一貫した生産が可能となった。1930年代には，エッセン.ボルペックにはニ高炉ならびにマルティ 

ン製鋼場があり，1930年代後半にはそれに加えて一つの電気鋼場が建設されている。それに対し，ュッセンにはニつ 

のマルティン製鋼場，一 ^ の電気鋼場が存在していた。 "Das Hochofenwerk in Essen. Borbeck", in : Krupp 

Monatshefte,10.Jg., 1929, S .139 f .; Hans Kallen: "K ru pp .150 Jahre im Dienste der Technik", in: 

Krupp Mitteilungen, 45. Jg. /Nr. 7,1961, S. 33; Fritz Wilhelm Hardach: "Die Hfltten-und Bergwerke 

im  Krupp-Konzern", in: ibid., S .43; R. Kohne-Lindenlaub: op. dt., S. 140; W. Berdrow: Alfred Krupp, 

1937, S. 229.
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1928/29
1932/33
1935/36
1936/37
1937/38
1938/39

資料：F. Buchner: op. cit., Aniage; Gutehoffnungshiitte 1935- 1945, bearbeitet
V. Kurt Mittelstadt, o. 0.1946 (maschr.); Monatsberichte E. 0. der GHH 
1928/29; 1932/33; 1936/37; 1937/38; 1938/39, in: HA/GHH 400100/13 ：1; 
24 こ 1;32 こ1;34 こ 3; 36 こ 3 .

注 （15) T. Mason: Arbeiterklasse; ders.: Sozialpolitik, passim.邦語文献として戸原前掲論文「ナチスの労働政策_1

ならびに拙稿参照。
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ところで，両企業の就業者総数は全く異なった推移を示している（表 1)。G H H のオーバーハウ 

ゼン工場全体では世界経済恐慌以前の就業者数が1930年代にはもはや達成されえなかったのに対し 

クルップ鋳鋼工場ではすでに1934年に1929年の就業者数が達成され，1939年には10年前の水準の2 

倍以上になっている。 しかし，就業者総数は，労働者の増員と離職の結果だけを示すにすぎず， こ 

の分析からだけでは雇用状態の実態は明らかとはならない。 しかも労働者の増員（Zugang)は，企 

業外からの新規採用ならびに企業内の他の職場からの労働力流入，労 働 者 の 離 職 （Abgang)は，企 

業外への離職ならびに企業内の他の職場への労働力流出を含んでいる。それゆえ雇用状態の実態は， 

これらの関連が明らかになってはじめてヨリ具体的に把握されよう。

ナチス労働政策は，企業間の労働力移動を統制しようとするものであったが，企業内の労働力移
(15)

動に制限を加えるものではなかった。だが， これまでの研究においては， この企業内労働力移動は 

まったく言及されてこなかった。企業がいかに労働力を確保したのかを考察する場合， この問題を 

無視することはできない。以下，本享では両企業の製鉄部門の各生産工程における労働力の確保と 

配分の実態を考察するが，その際，企業の生産政策に注目し，それに影響を及ぼしたと考えられる 

諸要因を， とりわけ国家の経済諸統制との関連において分析する。 したがって，ナチス労働政策が 

介 入 . 統制しようとした労働市場の実態については直接本稿の課題とはしない。

1 高 炉

< G H H の場合>  高 炉 （Hochofen)は，製鉄生産の第一段階を占めている。 この高炉で溶剤を 

混合した鉄鉱石がコークスと混ぜ合わされ，雜 鉄 （Roheisen)が産出される。G H H のオーバーハ 

ウゼン製鉄所（Eisenhiitte Oberhausen以下，E. 0 . と略記）は，高炉数七基を数えていたが，世界経

第二次世界大戦前夜におけろドイツ製鉄業の労働力配分

表 2 : G H H の离伊における就鉄生産と就業労働者数

営業年度 鋳 鉄 生 産 指 数 . 

l,000t 1928/29年ニ 100

労 働 者 数 指 数  
(名） 1928/29 年 ニ 100

一人当り 
统鉄生産

t 1928/29年=；100

指数

0 
6 

9 
9 
5

0 
4 
-

1

1

1

1
 

一
1

1

1

7 
8 

一
 
1

0 
5
 

2 
5 

-
 
5 
5 
4

0 
1 

2 
8 
5

0 
6 

一
 
9 
0 
2

1 

-
 

1

1

2 
4 

一
 
6 
8 
0
 

7 
4 

一
 
6 
7 
9

0 
8 
3 
0 
8 
3

0 
2 
9 
1

2 
4

1
 

1

1

1

2 
5 
6 
1

8 
2
 

9 
2 
8 
0 
1

3
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図 1 : G H Hのas炳における魏鉄生産

資料：Monatsberichte E. 0. der GHH 1936/37, in ； HA/GHH 400100/32 ：1. 

Ab Juli 1937 s. HA/GHH 400101326/13.

労働者数(名） 図 2 ： GHHの高;^就業労働者数

1936年7月 1937年1月 1937年7月 1938年1月 1938年7月 1939年1月 1939年7月年月 

資料：Monatsberichte E. 0. der GHH 1936/37-1939/40, 

in ： HA/GHH 400100/32 ：1 ;3 4： 3; 36 ： 3; 38 ： 3.
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済恐慌の影響を大きく受けた結果，1932年末には稼働数はニ基にまで減少し，鏡鉄生産も恐慌以前

の28%にまで減少してい ;̂  (表2)。1933年夏以降鏡鉄生産は徐々に増加し，1934年には高炉四基が
(16)

稼働していた。 しかし，経済復興が進むにつれ，特にトーマス鉄鉄の需要が急増したため，高!P 四 

基ではもはやその需要は充足されえなくなった。そこで1936年 9 月， トーマス高炉が再稼働される
(17)

ことになった。そのために必要な労働者は新規に採用されている。

1936年11月以降，E. 0 . における鉄鉄生産は減少しているが（図 1 ) , これは，1936年10月 の 「鉄

鋼 監 督 局 （iiberwachungsstelle fiir Eisen und S tah l)Jの粗鋼生産制限指令によるものである。 この

指令により，E. 0 . は高炉の生産テンポを下げ， 日曜 • 休日には一〜ニ基を操業休止している。E.

0 . の高炉就業労働者数はこの時期以降減少しているが（図2 ) , これは解雇によるものではなく，
(18)

G H H 内の他の生産工程に移動させられたことによる。 しかし先の生産制限により需要と供給の

格差が一層拡大したので，生産割り当て量は大幅に増加され，生産割り当て制は実質的な意味を失 
〔19)

うこととなった。 それゆえ，1937年 2 月以降，高炉の鉄鉄生産は再び増加値向を示している（図 1) 。

E. 0 . は，国内産鉄鉱石を精鋪する必要性から，1937年 9 月以降， トーマス炉一基をその精鋳の
(20)

ために利用している。G H H は， トーマス鉄鉄の需要増加に対する対応策として，月に数日，特殊
(21)

高)T でトーマス鏡鉄を生産する手段をとっている。 こうした対応策にもかかわらず，鉄鉄生産，特

にトーマス鉄鉄生産は，1937年 7 月から1938年 1 月まで増加していない。 それに対し，高炉の就業
(22)

労働者総数は不断に増加している（図2 ) 。

その間鉄鉄需要は不断に増大し， しかも特殊鉄鉄のストックが底をついたので，特殊高炉でトー
(23)

マス鏡鉄を生産するという代替方法も実施できなくなってしまった。そこでE. 0 . は 同年1 月末，
(24)

トーマス鉄鉄用の高炉一基を再稼働している。そのために必要となった労働力は新規採用された。 

それ以降の鉄鉄生産ならびに労働者数の動向を，図 1 と図2 をもとに比較してみよう。鉄鉄の月々 

の生産量は，減少•増加をくり返しているのに対し就業労働者数は増加もしくは停滞を示してい

第二次世界大戦前夜におけるドィッ製鉄業の労働力配分

注 （16) F. BUchner: op. cit., S. 146.

(17) Monatsbericht E.O. der GHH Sept. 1936, in: Historisches Archiv der GHH (Abk. HA/GHH) 400100 

/32 ：1：Geschaftsbericht der Oberhausener Htittenwerke (Abk. OHW) der GHH 1936/37, in: HA/GHH 

400100/33: 5.

(18) Monatsberichte E. O' der GHH Okt. und Nov. 1936, in: HA/GHH 400100/32：1.

(19) Monatsbericht E. O. der GHH Marz 1937, in: HA/GHH 400100/32:1.

(20) Gutehoffnungshtitte 1935—1945, bearbeitet v. Kurt Mittelstadt, o. 0 . 1946 (maschr.), S. 4; Gutehoffnun- 

gshiitte Aktienverein. Denkschrift tiber die^Aufwendungen der GHH im Zuge des ;Vierjahresplanes, 

o.O. 1941 (maschr.), S .1 1 ;Hofmann: Daten aus der Geschichte der GutehoffnungshUtte, o.O. 1949

(maschr.), S .16.

(21) Schreiben Schmidts (Vorstandsmitglied der GHH ins. Oberhausener HOttenwerke) an Kellermann 

(stellver. Vorsitzender der GHH) vom 20. Jan. 1938, In : HA/GHH 400101301/0.

(22) HA/GHH 400101326/13.

(23) Schreiben Schmidts an Kellermann vom 20. Jan. 1938, in: HA/GHH 400101301/0.

(24) Geschaftsbericht der OHW der GHH 1937/38, in: HA/GHH 400100/35： 6.
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1928/29
1929/30
1932/33
1935/36
1936/37
1937/38
1938/39

1 ) 9 月30H現在。
資料：Stat. Handb. d. Firma Krupp, S . 16; Betriebsberichte des Hochofenwerlcs 

der GuSstahlfabrik 1935/36 bis 1938/39, in: HA/Krupp WA 41/3-947 bis950.

(25'

35年にはそれまでの最高生産量を記録している'。 ところ力' ; , その後の鋭鉄生産は， ドイツ全体の鉄
(26)

鉄生産とは異なる発展過程を示している（表 3)。すなわち， ここでは1936/">37年まで約20% の生産

減少があり，高炉の操業率も約80%にまで低下しているのである。 しかし，その原因は，高炉一基

が1936年に約5 か月間，また，他の高炉一基が1936—37年 に 5 か月間，改造作業のため稼働を休止し

ていたことにある。それに対し，高iTの就業労働者数は，1936年ならびに1937年を除いてはあまり

変化していない（表 3)。両年の就業労働者数の減少は，高炉の一時操業休止によるものである。そ

の際注目すべきは，労働者は解雇されたのではなくて，一部は高炉での清掃作業に，一部はクルッ
(28)

プ 鋳 鋼 工 場 内 の 理 工 場 ，動力設備，建設現場に移動させられていたことである。 また， クルップ

鋳鋼工場が1934/35年にュッセン . ボルべックでいわゆる「クルップ直接製鉄法（Krupp-Rennver-
(29)

fahren)Jによる生産を開始している力' S そのために必要な労働者は，大部分この高炉就業労働者か

注 （25) Stat. Handb. d. Firma Krupp, S .16; Jahresbericht und Bilanz der Fried. Krupp AG 1934/35, iniHA 

/Krupp WA 41/2—167.

( 2 6 )エ藤前掲論文93頁。

(27) Betriebsberichte des Hochofenwerks der GuSstahlfabrik 1935/36;1936/37,in: HA/Krupp WA 41/3一 

947; 948.

(28) Ibid.

(29) Otto Johannsen: "Die technische Entwicklung des deutschen Eisenhiittenwesens in den* letzten 

Jahren", in; Forschungen und Fortschritte,17. Jg. /N r.9,1941, S .89 : R. Kohne-Lindenlaub: op. cit., 

S .140 f . ; Jahresbericht und Bilanz der Fried. Krupp AG 1934/35, in: HA/Krupp WA 41/2一167.なお’

こ の「クルップ直接製鉄法J は，鉄鉱石の高炉港鍵を経ずに，直接，可毅性の鉄を産出する方法で，クルップは1931 

年にマグデプルクで開発している。
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る。以上から，鎌鉄生産の増加は，原料供給ならびに冶金上•技術上の問題にヨリ大きく依存して 

いたことが明らかとなろう。1936年以降の一人当り統鉄生産量の減少は， ここにその原因がある。

< クルップ鋳鋼工場の場合>  クル ップ鋳鋼工場は，エ ッ セ ン . ボルべックにのみ高炉設備をも 

っていた。 ここでの鉄鉄生産は世界経済恐慌期にそれ以前の水準の49%にまで減少したが，1934/

表 3 ：クルップ鋳鋼工場の高炉における统鉄生産と就業労働者数

営業年度
鉄 欽 生 産 指 数  

l,000t 1929/30 年= wo

労働者数1) 指数  

(名） 1936年 9月=100

指数一人当り 
鉄鉄生産

t 1M5/36 年= 100

0 
8 
8 
5
 

0
 

0
 

2
 

1
 

1
X 
I

X 

1
A

3 
2 
4 
0
 

1

2 
4 
3

0 
8 
0 
7
 

0 
9 
1

1

7
 

3
 

9
 

4
 

1

1

3

 

5
 

2
 

2
 

2
 

2

2 
0 
1

8 
8 
0 
9
 

2
 

0
 

8
 

8
 

8
 

1

0
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第二次世界大戦前夜におけるドイツ製鉄業の労働力配分
(30)

ら充当されていた。クルップ鋳鋼工場の高炉では，改造後1937/^38年に100 % の操業率が確保さ
(31)

れたが，1938/39年には，一年前と比絞して，労働者一人当りの鉄鉄生産量が減少している（表3)。

2 製鋼工場

< G H H の場合>  高炉で産出された鉄鉄は，原料の一部として製鋼工場（Stahlwerk)に送られ， 

マルティン鋼，トーマス鋼 ，電気鋼等に精鋳される。G H H は，N. 0 . に一つのトーマス製鋼場と 

二つのマルティン製鋼場を有していた。そこでの特徴は，，世界経済恐慌を境にしてトーマス粗鋼と 

マルティン粗鋼の生産の比重が，大きく変化したことにある。 トーマス粗鋼生産は，恐慌以前には，

表4 :GHH(N .O .)の粗銅生産と就業労働者数

製 銅 場 全 体 マルチイン製鋼場 ト '一 マ ス 製 銅 場
営業年度 粗鋼生産 指 数 労働者数 マルチイン

粗網生産 指 数 労働者数 トーマス

粗銅生産 指 数 労働者数
l.OOOt 1928/29年ニ 100 (名） Moot 1928/29 年ニ:100 (名） Moot 1928/29年=100 (名）

1927/28 1,128 110 一 409 116 一 719 107 一

1928/29 1,026 100 — 352 100 — 674 100 —

1932/33 309 30 一 156 44 — 153 23 —-

1935/36 934 91 — 568 161 — 366 54 —

1936/37 1,029 100 891 618 176 528 412 61 363
1937/38 1,304 117 992 739 112 574 464 69 418
1938/39 1,324 129 1,098 725 206 643 599 89 455

資料：Gescli5ftsbericlite der Oberhausener Hiittenwerke der GHH 1936/37; 1937/38; 1938/39; in: HA/GHH 
400100/33:5; 35：6; 37：6; Monatsberichte N.0. der GHH 1936/37; 1937/38; 1938/39, in: HA/GHH 
400100/32：3; 34：5; 36:5.

N. O .の粗鋼生産の3分の2 を占めていたが，恐慌の過程で激減し，経済恐慌回復過程でもきわめ

て緩慢な増加を示したにすぎず，もはや恐慌以前の水準には達しえなかった。それに対し，マルテ

ィン粗鋼生産は恐慌の影響を受けて一時的に減少したものの，その後急増していたのである（表4)。

こうした変化の結果，1936年にはそれぞれの生産設備は相異なる操業率を示すことになる。すなわ

ち，トーマス製鋼場の生産設備の操業率は100%に遠く及ばなかったのに対し，マルティン製鋼場

では操業率はかなり高くなっていた。 しかし，マルティン粗鋼のそれ以上の生産増加は，「原料不 
(32)

足という理由から丄不可能であった。

G H H のトーマス製鋼場では，従来ニ交代制で労働が行なわれていたが，トーマス粗鋼の需要増

注 （30) Betriebsberichte des Hochofenwerks der GuSstahlfabrik 1935/36;1936/37, in: HA/Krupp WA 41/3一 

947; 948.

(31) Betriebsbericht des Hochofenwerks der GuBstahlfabrik 1937/38, in : HA/Krupp WA 41/3—949; Jah- 

resbericht und Bilanz der Fried, Krupp AG 1937/38, in: HA/Krupp W A 41/2一167.

(32) Schreiben Gramschs (Leiter der Kaufmannischen Abteilung der GHH) an Reusch (Vorstandsvdr- 

sitzender der GHH) durch Kellermann vom 2. Mai 1936, in: HA/GHH 4000020/15; Aktennotiz Gra­

mschs tiber die Besprechung mit Schmidt v6m 22. Apr. 1936, in: HA/GHH 4000020/15 undニ400001/17.
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図 3 : G H H製錫場の粗錫生産

I ’OOOt

労働者数(名)

Ab Juli 1937 s. HA/GHH 400101326/12. 

図 4 : GHH製銅場の就ま労働者数

資料：Monatsberichte N. 0. der GHH 1936/37; 1937/38; 1938/39; 

1939/40, in ： HA/GHH 400100/32 ： 3： 34： 5; 36 ： 5; 38 ： 5.
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第二次世界大戦前夜におけるドイツ製鉄業の労働力配分
(33)

加に伴い，1936年 7 月三交代制が導入されることになった。ニ交代制から三交代制に移行するには 

50%の労働者数の増加が必要であり， これが可能であったという事実は， この時点で労働力不足が 

それほど緊迫したものではなかったことを意味している。問題は，それ以降いかに労働力が確保さ 

れたかである。

鉄鋼の需要と供給の不均衡が拡大するに応じて，1936年10月，「粗鋼生産割り当て制」 が導入さ
(34)

れた。 この措置は，原料不足問題の解決策の一 '̂ 3̂ と し て 「粗鋼の最大生産量を決める」 ものであっ 

た。 こ の 「粗鋼生産割り当て制」の適用により，N. 0 . では，1936年11月から1937年 2 月まで粗鋼
(35)

生産は減少している（図3)。 また， トーマス製鋼場では生産が抑えられたにすぎないが，マルティ

ン製鋼場I では一つの炉の操業が休止され， さらに，両マルティン製鋼場では労働者の一時休業
(36)

(Feierschichten)も実施されていた。 し か し こ の 粗 鋼 生 産 制 限 は 「鉄の欠乏」 を一層拡大させる

という結果を生じたので，その対策として，r鉄鋼監督局」 は粗鋼生産の割り当てを大幅に増大さ 
(37)

せた。 そのため，G H H の N. 0 . では，1937年 3 月以降粗鋼生産は増加したが（図3 ) , それは，予 

備原料の流用によってはじめて可能となったのである。享実1938年 1月 に N. 0 . に 98,000トンの
(38)

生 産量が割り当てられたのに対し93,000トンの粗鋼しか生産されていない。 この格差は， トーマ
(39)

ス鏡鉄ならびに鉄肩の不足によるものである。それに対して， この時期までの製鋼場の就業労働者
(40)

数は，わずかの例外はあるものの，傾向的には増加している（図4 ) 。

1938年 2 月以降，R  0 . の粗鋼生産は再び増加する。それは第一に，E. 0 . における鎌鉄生産の
(41)

増加の結果であり，第二に，N .O .内部においては，マルティ ン製鋼場での平炉数の増加に起因する。

原料が確保されるかぎりにおいて粗鋼生産は増加しているのである。 さらに1938年夏から第二次世

界大戦勃発に至るまでの時期には，G H H の粗鋼生産は，月々の鉄鉄ならびに鉄肩の供給に応じて，
(42)

増 加 • 減少をくり返している〔図3)。それに对し，就業労働者数は，非常に高い水準を維持してい

注 〔33) Monatsbericht N.O. der GHH Juli 1936, in; HA/GHH 400100/32:3.

(34) Bericht Gramschs fUr die Aufsichtsratssitzung der GHH yom 17. Okt. 1936, in: HA/GHH 400003/2 ; 

Entwurf Gramschs zur Aufsichtsratssitzung der GHH vom 10. Nov. 1937, in; HA/GHH 4000000/50.

(35) Monatsberichte N.O. der GHH 1936/37, in; HA/GHH 400100/32:3.

(36) Monatsberichte N.O. der GHH Nov. 1936 und Jan. 1937, in: HA/GHH 400100/32： 3,

(37) Ernst Poensgen: "Deutschlands Eisenindustrie marschiert an der SpUze", in: Der Vierjahresplan,

3. Jg., 1939, S. 44; Heinrich Baumer: Die Eisen schaffende Industrie im Dritten Reich, Diss. K6ln 1941, 

S .18; H. Yano; op. cit., Kap. 2; s. auch D. Petzina: Autarkiepolitik, S .154 ff.; Johann Sebastian 

Geer こ Der Markt der geschlossenen Nachfrage. Eine morphologische Studie tiber die Eisenkontingen- 

tierung in Deutschland 1937一1945, Berlin 1961, S. 39 ff.; Werner S5rgel: Metallindustrie und Natio. 

nalsozialismus, Frankfurt a. M .1975, S. 73. Zu innerbetrieblichen Auswirkungen s. Bericht Gramschs 

ftir die Aufsichtsratssitzung der GHH vom 23, Sept. 1937, in: HA/GHH 400003/2, GHH 1935—1945,

S. 3.

<38) HA/GHH 400101326/12 ; vgl. auch Monatsbericht N.O. der GHH Jan. 1938, in: HA/GHH 400100/34:5.

(39) Schreiben Schmidts an Kellermann vom 20. Jan. 1938, in: HA/GHH 400101301/0,

(40) Monatsbericht N.O. der GHH Apr. 1937, in: HA/GHH 400100/32： 3.

<41) Monatsbericht N'O. der GHH Mai 1938, in ; HA/GHH 400100/34： 5.
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る （図4)。大戦勃発前夜に，G H H の製鋼場は，田延工場に117, 000トンの粗鋼を送らなければな

らなかったが，労働力不足によってではなく， まさに原料不足により，月あたり約110, 000トンの
(43)

粗鋼を生産しうるにすぎなかったのである。

「三田学会雑誌」77卷3号 （1984年8月）

< クルップ鋳鋼工場の場合>  クルップ鋳鋼工場は， クルップ . コンツニルンの粗鋼総生産の3 

ッセン工場に二つのマルアィン製鋼場と一■つの電気鋼場，エ ッ セ ン . ボ

ル ぺ

1936年までは異常な高率を誇っており，

1936年以降の粗鋼生産は，殊 に マ ル テ 表5 : クルップ製銅場の就業労働者数

(44)

分 の 1 を生産しており，ェ

クに一つのマ ルティ ン製鋼場を有していた。 このクルップ鋳 鋼 工 場 の 粗 鋼 生 産 の 増 加 は ，
(45)

1934/35年には恐慌前の水準を13%超えている。 ところが,

ィン鋼生産の停滞のため，相対的に低

い増加率を示しているにすぎない。以

下，その原因を分析してみよう。

クルップ鋳鋼工場のュッセン.ボル

ベックにあるマルアィン製鋼場VIIにお

ける生産は，1934/35年以降減少して

いる。 それは，電気炉用の液状原料な

らびに合金鋼の生産が増加したため，

全体のマルティン粗鋼生産が減少した 
(46)

ことによる。 これに対応して，同製鋼 

場の就業労働者数は1937年までわずか 

ではあるが減少している（表 5) 。 ここ 

で注目すべきは， この減少が解雇によ 

るというよりは， クルップ鋳鋼工場内 

部の他の生産工程への労働力流出によ 

るという享実である（表6 ) 。 さらに重 

要なことは，同製鋼場においては，本 

エ （Stammarbeiter)と並んで，少なから 

ぬ 数 の 社 外 ェ 〔Menningerという企業

年u
マ ル テイ ン製鍋場w 電 気 銅 場

労働者数 
(名）

指 数  
1936年=100

労働者数 
(名）

指 数  
1936年=100

1935 410 101 256 99
1936 405 100 259 100
1937 400 99 265 102
1938 513 127 314 121
1939 5742) 142 346 134

1 ) 9 月30日現在。
2 ) 兵役召集者を含む。
資料：Betriebsberichte des Martinwerks VII der GuBstahl 

fabrik 1935/36 bis 1938/39; Betriebsberichte 
des Elektrostahlwerks der GuBstahlfabrik 1935/36 

. bis 1937/1938 und des Elektrostahlwerks-Essen 
der GuBstahlfabrik 1938/39, in: HA/Krupp WA 41 
Z3-947 bis 950.

表 6 : クルップ•マルチイン製銅場VIIの労働者の增員•離職

年
増 , 離 耳能

新 規  
採 用

企業内 
流 入 計 企業外 

離 職
企業内 
流 出 計

1936
1937
1938 
1939。

18名 
16 

134 
134

10名 
7 

22 
16

28名 
23 

156 
150

11名 
12 
25 
25

30名
21
20
62

41名 
33 
45 
87

計
(%)

302
(85)

55
(15)

357
(100)

73
(35)

133
(65)

206
(100)

1 ) 0月キプ■-
資料：HA/Krupp WA 41/6-58, 59, 60.

注 （42) Monatsberichte N. 0. der GHH 1937/38 ：1938/39, in : HA/GHH 400100/34 : 5 ; 36 ： 5.

(43) Schreiben Schmidts an Kellermann vom 3. Aug. 1939, in : HA/GHH 400101301/0.

( 4 4 ) マグデブルクのグルーゾン工場の粗鎭（1 .3 % )を除けば， 残り 3分の2 は，ライン/、ウゼンのフリートリツ 

アルフレート製鉄所で生産された。Stat. Handb. d. Firma Krupp, S .25.

(45) Ibid.

(46) Betriebsbericht des Martinwerks VII der GuBstahlfabrik 1935/36, in: HA/Krupp WA 41/3—947.
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から一時的に配分され，社外エに似た制度であるが詳細は不明。〕が就業していたことである。例えぱ1935

年 9 月に51名，1936年 9 月 に 103名，1937年 9 月に76名の社外エ力';,修縫作業のために就業してい

た。1936年秋以降必要となった一時休業は， まさにこの社外エによってなされていたのである。例
(47)

えぱ1936年12月 に 3 週間85名の社外エが一時休業している。 この社外エ制度は，雇用政策を生産政 

策に弾力的に対応させる手段として利用されたが， クルップ鋳鋼工場のマルティン製鋼場において 

のみ見られる現象であった。

すでに1937年以降，マルティン製鋼場VIIにおいては，合金鋼需要そして国防軍注文が増加したの 

で，特殊合金鋼の生産を拡大し，就業者数を増加させることが緊急に必要となった。1938年 1 月に 

は，72名の社外エが本エとして採用されることになり，41名の労働者が新)T 設置に伴い新規採用され
(48)

ている。営業年度1938/39年には， さらに22名の労働者が新炉操業のために新規に採用されている。

このように， クルップ鋳鋼工場が生産拡大，生産設備拡充においてかかえていた問題は，労働力確
〔49)

保よりもむしろ新炉設置に必要な鉄鋼をいかに確保するか， という点であった。1938/39年には労

働者一人当りの生産量はさらに減少しているが， これは， マルティン製鋼場が本来の目的をはずれ，

特殊鋼生産のために，特殊合金鋼の割合ならびに電気炉用の前溶ぽ材の割合を高めたことによる。

これはクルップ鋳鋼工場の生産政策に起因し，そのため，粗鋼生産の中心は電気鋼場に移動してい

る。 そこで，電気鋼場における生産ならびに雇用状況を吟味しよう。

電気鋼場における生産は，1936年以降も飛躍的に増加し，1938/39年 には3 年前に比較し約50%

上回っている。すでに六つの炉を有していた電気鋼場は，1938/39年にさらに二つの炉を新設し，

また1939年 6 月にはクルップ鋳綱工場は，エ ッ セ ン . ボルペックに，同じくここにあるマルチィン
(50)

製鋼場W と結びついて，新しい電気鋼場を設立している。それゆえ電気鋼場の生産量の急増は， こ
(51)

こでの生産能力の拡大， また# マルティン製鋼場か電気鋼場用に前溶鋳材を生産したことにもよる。

ところで，電気鋼場における1938年夏以降の生産能力の拡大による労働力増加は，容易に確保さ

れたようである。 というのは，1938年 9 月末までの就業労働者数の急速な増加（表 5 ) は，単に，こ

れまで実施された生産設備の拡充の結果ばかりでなく，r今後さらに生産設備を稼働するための予
(52)

備的措置」 として，必要とされる数の労働者があらかじめ採用されたからでもある。労働力確保に

第二次世界大戦前夜におけるドイッ製鉄業の労働力配分

注 (47) Betriebsberichte des Martinwerks VII der GuQstahlfabrik 1935/36;1936/37, in: HA/Krupp WA 41/3 

—947; 948.

(48) Betriebsberichte des Martinwerks VII der Gufistahlfabrik 1937/38;1938/39, in: HA/Krupp WA 41/ 

■ 3—949 ; 950, .

(49) H. Yano: op. cit" Kap. 2,

(50) Betriebsberichte des Elektrostahlwerks der GuBstahlfabrik 1935/36 ;1937/38 :1938/39, in: HA/Krupp 

WA 41/3一947; 949; 950 ; Betriebsbericht des Elektrostahlwerks-Borbeck der GuBstahlfabrik 1938/39, 

in: HA/Krupp WA 41/3—950.

(51) S. z.B. Betriebsbericht des Elektrostahlwerks der GuBstahlfabrik 1935/36, in: HA/Krupp WA 41/ 

3—947.

(52) Betriebsbericht des Elektrostahlwerks der GuBstahlfabrik 1937/38, in; HA/Krupp WA 41/3—949.
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おいて，企業内の労働力移動による

割合が全体の約40%を占めているが，

比重は新規採用にあり（表 7 ) , 1939

年 6 月のボルべックの新電気鋼場設

立に際しては，労働者が新規に採用

されているし， また同年9 月にはさ
(53)

らに30名が新規採用されている。

3 圧延工場

高! ^ で生産された統鉄は，鉄屑と 

共に製鋼過程の原料として製鋼場で 

精鋪されて鋼となり，圧延工程に送 

られる。 ここに送られてくる鋼はニ 

つの回転するローラーにより圧延さ 

れる力';,圧延される鋼の断面の厚さ 

により，鋳塊から線材まで種々に圧 

延される。

< クルップ鋳鋼工場の場合>  クル 

ップ鋳鋼工場には，1930年代に，ュ 

ッセン工場だけに圧延場があり，そこ

表7 : クルップ電氣鎭場の労働者の増員•離職

年
増 買 離 1栽

新 規  
採 用

企業内 
流 入 計 企業外 

離 職
介業内 
流 出 計

1936
1937
1938 
19391)

34名 
20 
56 
58

25名 
23 
31 
28

59名 
43 
87 
86

11名 
10 
9

14

11名 
23 
16 
12

22名 
33
25
26

計
(%)

168
(61)

107
(39)

275
(100)

44
(42)

62
(58)

106
(100)

1 ) 9 月まで。
資料：HA/Krupp WA 41/6-58, 59, 60. 

表 8 ：クルップ圧延塌の就業労働者数

営業年度

厚板(装甲板)圧延場

年1)

圧 延 場 n

労働 
者数

指 数  
W35/36年 

=100

労働 
者数

指 数  
1935/36年 

=100

1935/36 621名 100 1936 656名 100
1936/37 715 115 1937 684 104
1937/38 825 133 1938 862 131
1938/39 855 138 1939 931 142

1 ) 9 月30日現在。
資料：Betriebsberichte der Grobblechwalzwerke I und II 

der GuBstahlfabrik 1935/36; Betriebsberichte der 
Panzerplattenwalzwerke I und II der GuBstahlfabrik 
1936/37 bis 1938/39; Betriebsberichte des Walz- 
werks II der GuBstahtfabrik 1935/36 bis 1938/39, 
in: HA/Krupp WA 41/3-920 bis 923.

で鋼，特に特殊鋼が，半製品，棒鋼，帯鉄，線材，薄板等に圧延されていた。 ここでの圧延生産量
(54)

は， クルップ . コンツェルンの全圧延生産量の23%を占めている。そして， このクルップ鋳鋼工場

内での個々の圧延場における生産はかなり異なった発展を示している。厚板圧延場では1936年以降

もっとも生産増加が著しかった力；， ここでは，厚板生産に占める装甲板の割合が，1936/37年には
(55)

70%以上を占めるまでになったので， これ以降，同圧延場は装甲板延場と呼ばれるようになった。 

同圧延場では，1935/36年から1938/39年までの間に労働者数は約40%増加しているが（表 8 ) , そ 

れに对し，生産量はそれ以上に増大（64% )している。その原因としては，労働強化とならんで，

注 （53) Betriebsbericht des Elektrostahlwefks-Borbeck der GuBstahlfabrik 1938/39, in: HA/Krupp WA 41/ 

3—950.

〔54) Krupp AG in Vergangenheit, S. 33; Stat. Handb. d. Firma Krupp, S. 29 f.

(55) Betriebsbericht des Grobblechwalzwerks I der GuBstahlfabrik 1936/37, in: HA/Krupp WA 41/3一921. 

1938/39年には装甲板生産は4分の3以上を占めている。Betriebsbericht der Panzerplattenwalzwerke I und

II 1938/39, in: HA/Krupp WA 41/3—923.
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年
増 買 離 職

新 規  
採 用

企業内 
流 入 計 企業外 

離 職
企業内 
流 出 計

1936
1937
1938

47名 
55 
83 
37

37名 
53 
73 

45

84名 
108 
156 
82

20名 
19 
23 
25

2名 
15 
8 
5

22名 
34 
31 
30

計
{%)

222
(52)

208
(48)

430
(100)

87
(74)

30
(26)

117
(100)

第二次世界大戦前夜におけるドィッ製鉄業の労働力配分 

熱処理装置の拡張が考えられよ*̂1)。 ところで，同圧延場の就業労働者数の急増は，52% は新規採用 

により，48%は企業内の労働移動により可能となったものである（表9 ) 。

次に’ 装 甲 板 圧 延 場 と 異 な る 発 展 を表 9、：クルップ® 板(装甲板)圧延場の労働者の増員•離職

示しているものとして，同鋳鋼工場の

圧延場n をみてみよう。 ここでは，す

でに1935/36年に就業労働者数が急増

している。 これは， この時期にニ交代

制から三交代制に移行するに伴い，一

交代組全員が採用されたこと， また’

溶接部が新設され，そのために労働者
(57)

が採用されたことによる。 その際，労 

働力は，約 6 割が新規採用，残りが企 

業内の労働力流入によって労働力確保 

がなされている（表1の。 ここでの圧延 

生産量は，1936/37年から1937/38年 

にかけて約17%増 加 し て い る 。 これ 

は，第一に， 生産設備の操業率の向 

上，第二に， ョリ最適な圧延プログラ 

ムの作成によるものである。 この生産 

量の増加率には，それ以上の就業労働

1 ) Q 月ま
資料：HA/Krupp WA 41/6-58, 59, 60.

表1 0 :クルップ圧延場I Iの労働者の塌員•離職

年
増 員 離 職

新 規  
採 用

企業内 
流 入 計 企業外 

離 職
企業内 
流 出 計

1936
1937
1938 
1939。

106名 
65 
95 
75

78名 
52 
97 
50

184名 
117 
192 
125

21名 
31 
53 
47

13名 
13 
21 
18

34名 
44 
74 
65

計
(%)

341
(55)

277
(45)

618
(100)

152
(70)

65
.(30)

217
(100)

1 、 0 ̂ ま プ ，

資料：HA/Krupp WA 41/6-58, 59, 60.

者数の増加率が対応しているが（表 8 )，そ の 労 働 力 移 動 の 形 を み る と ’ 新規採用ならびに企業内 

労働力移動がほぽ同じ比重を占めている（表1の。 しかし’ 1938/39年には’ 榮注の国家統制ならび 

にそわ,に対応した圧延プログラムの設置が' この民延場の生産に不利に作用するようになつた（2 

%減少)。すなわち，線材ならびに族削バイトの生産の制限が' 線材圧延ライン'中薄圧延ラインな 

らびに極薄圧延ラインの操業率を低下させたのである。 ところが，労働者数は減少することなく’ 

逆に増加を示している〔表 8)。その結果，労働者一人当りの生産量は大幅に後退したのである。

ぐG H H の場合>  クルップ鋳鋼工場においては’ 企業の生産政策’ 雇用政策’ 雇用状況，国家 

の経済統制の関連については’ 資料状況により’ これ以上の詳細は明らかではない。それに対し’ 

G H H については， この関連がヨリ詳しく吟味可能である。G H H におけるE 延は，製鋼工場を併

:主 (56) Betriebsberichte der Grobblechwalzwerke I 'und I I 【der GuQstahlfabrik 1935/36 ：シ936/37 und der 

Panzerp lattenw alzw erke I und  H der GuBstahlfabrik 1937/38 ;1938/39, i n ; HA/Krupp WA 41/3 920 bis 923.

( 5 7 ) Betriebsbericht des Walzwerks II der GuBstahlfabrik 1935/36, in: HA/Krupp WA 41/3-920.

(58) Betriebsbericht des Walzwerks II der GuBstahlfabrik 1938/39, in: HA/Krupp WA 41/3—923.
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置 するノイ . オーバーハウゼン圧 延 工 場 （N. 0 . ) およびオーバーハウゼン圧 延 工 場 （W. 0. ) にお 

いて行なわれていた。N. 0 .には，ニ条の鋼塊BE延 ラ イン，750mmの圧延ライン，450ならびに550 

m m の圧延ライン，坑内レール圧延ライン，そして線材圧延ラインが並んでいた。 ここで，半製品， 

鉄道レール，形鋼，棒鋼，その他圧延線材も圧延生産されている。W. 0 . には， ニ条の氏延レー 

ルをもった棒鋼圧延場，ニ条の圧延レールをもつ中薄板圧延場ならびに薄板圧延場があり，棒銅，

形鋼，厚板，中薄板ならびに薄板が生産されている。

本稿の対象とする時期において製鉄生産全体にまず最初に影響を与えたのは，1936年10月の粗鋼 

生産制限措置である。そのため，W :0 .の棒鋼圧延場では粗鋼不足となり，1937年 3 月まで週一回 

一時休業の状態が続いている。 しかし， この一時休業にみまわれた労働者は解雇されてはいない。 

例えば1936年11月に本E 延場の51名は，一 時 的 に N. 0 . に移動させられている。 同棒鋼JE延場内 

の厚板圧延ラインでは，1936年11月 以降，ニ交代制要員の半数が休業となり，1937年 6 月まで一 交 

代制で圧延がなされるまでになった。-この一交代制要員も解雇されることなく，中薄板圧延場に移 

動されている。 同中薄板田延場でも，粗鋼生産制限による粗鋼不足のため，1936年末から1937年 3
〔59)

月まで一週間に一回の一時休業制がしかれている。

その後のG H H の圧延生産の発展は，圧延場により， また圧延ラインによって全く異なる変遷を

示している。個々の圧延生産の変化とその原因を分析する前に，いかに異なった生産の発展が展開

したかについて概観しておこう。R  0 .の圧延生産は1936/37年から 1938/39年にかけて30% 以上

増加したのに対し，W. 0 .では，1936/37年から1937/38年に20%近く増加したものの，それ以降

はほとんど増加していない。例 え ば W. 0 . の薄板圧延場での圧延生産量は，1936/37年 から1938

/3 9 年に40%近く増加している力S その後減少している。棒鋼圧延生産でみてみると，W .O . では

1936/37年と1938/39年との間に約30%減少したのに対し，N. 0 . ではこの間に50%も増加してい
(60)

る。個々の圧延場あるいはE 延ラインにおける圧延生産のこうした相異なる発展は，その原因をど 

こに求めることができるのか， また，雇用状況はいかなるものであったのか，以下,.これらの点を 

具体的に考察しよう。

需要を生産に適JtEさせるために，鉄鋼監督局は1937年 2 月圧延生産物の消費統制を導入し，四か
(61)

年 計 画 • 国防軍に重点的に圧延生産物を割り当てようとした。 しかし， この割り当て制は，個々の

田延場および圧延ラインの操業率の著しい変動をもたらした。棒鋼と厚板に注文が集中したのに対
(62)

し，鋼管と線材の注文は制眼されたからである。 しかも，基本割り当てを超える圧延生産は，棒鋼

;± (59) Monatsberichte W .O. der GHH 1936/37, in: HA/GHH 400100/32： 2.

(60) GHH 1935—1945, Anlage; Monatsberichte W .O. der GHH 1936/37 bis 1938/39, in; HA/GHH 400100/ 

32： 2： 34： 4; 36: 4; HA/GHH 400101326/11;4001320/3.

( 6 1 ) 注 〔37 )以外に，Rundschreiben des Stahlwerks-Verbandes vom 1 .Marz 1937, in: BA, R 13 1/149, Bl. 

90 ff.
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(63)

ならびに厚板圧延にのみ許可されることになった。それに対し，他の圧延生産物に対する需要は，
(64)

制限されざろをえなかった。それゆえ，G H H の W. 0 . の薄板圧延場では，注文不足により1937 

年10月には計4 日，三交代組の一交代要員全員が休業し，また， 1 日だけではあるが三交代組の全 

員が休業すろまでになった。N. 0 . のニ交代制の線材圧延ラインでは，1937年 7 月に鋼不足によ-り
(65)

計 4 日，また同年8 月には線材注文の不足のため計3 日の休業を余儀なくされている。

粗鋼生産割り当て制は1937年末には廃棄され，圧延工場の生産能力に応じた制度に編成替えされ

たが，需要と供給との不均衡が拡大するに伴い，1939年 3 月には，ぽ鋼の重点生産方式が導入され

ることになった。 これは，他の圧延生産物の生産を制限し，それによって棒鋼生産をS 点的に確保
(66)

しようとするものである。具体的には，他の圧延ラインを一時休業させ，その労働者を棒鋼圧延ラ
(67)

インに配属させるという方策がとられた。その結果，W .O . の薄板圧延場では同年3 月以降操業が
(68) (69)

短縮され，その後，線材圧延ラインでも一時休業制が実施されるようになった。それに対し，棒鋼

生産増大のために，同 年3 月 N. 0 . に第二の750mm圧延ラインが設置され，そのための労働力は

企業内の労働力移動によって充足されている。 また，550mmならびに450mm圧延ラインで同月に

計13日の超過労働が行なわれた。 しかしそれ以降，同田延ラインでは，三交代制に移行している。

その際，第三の交代組に必要な労働者は，新規採用されていない。彼らは，原料不足から一時休業
(70)

制をしかざるをえなかった線材圧延ラインから充当されている。 .

かかる生産プログラムの変化は，明らかに原料不足によるものであった。 しかも，需要統制によ 

って注文が減少した圧延ラインのみならず，生産を増加すべき圧延ラインにおいても，原料不足に 

よって生産制限あるいは一時休業制を実施せざるをえなくなっている。N. 0 . の750m m 圧延ライ

ンでは，必要な鋼が供絵されれぱ生産は増加しえたはずである， と報告されている。 この圧延ライ
(71)

ンでは，1939年 6 月には，原料不足が一般的現象になっていた。それゆえ， この時期の750mm£E 

延ライ ン I の就業状況を1938年と比較してみると，興味深い事実が明らかとなる。1938年 7 月には 

就業者数は140名を数えていたが，26週日に三交代制， 1 日曜日に一交代制で圧延されていた。 1

注 （62) Bericht Gramschs an Lobsen (Vorstandsmitglied der GHH) vom 2. Apr. 1937, in; HA/GHH 

400001/17.

(63) Bericht Gramschs fUr die Aufsichtsratssitzung der GHH vom 29, Juli 1937, in: HA/GHH 400003/2.

(64) Rundschreiben des Stahlwerks-Verbandes vom 25. Nov. 1937, in; BA, R 13 1/461, auch in: HA/ 

GHH 4000000/50; Bericht Gramschs far die Aufsichtsratssitzung der GHH vom 25. Febr. 1938, in: 

400003/2.

(65) Monatsberichte W .O. der GHH 1937/38, in: HA/GHH 400100/34； 4; Monatsberichte N .0. der GHH 

1937/38, in: HA/GHH 400100/34： 5.

(66) S. H. Yano: op. cit', Kap. 2,

(67) Besprechung in der Hauptverwaltung der GHH vom 10, MSrz 1939, in: HA/GHH 4000000/50,

(68) Monatsbericht W .O. der GHH Marz 1939, in: HA/GHH 400100/36: 4.

(69) Schreiben Mtillers (E.O.) an Kellermann vom 15. Juni 1939, in: HA/GHH 400003/4.

(70) Monatsberichte N.O. der GHH 1938/39, in: HA/GHH 400100/36； 5.

(71) Monatsberichte N.O. der GHH Marz 1939 und Juni 1939, in: HA/GHH 400100/36: 5.
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年後の1939年 7 月 に は 153名が就業していたが，26週日に三交代制， 1 日曜日にニ ％交代制， さら 

に 1 日曜日にニ交代制，残 り の2 日曜日に一交代制の就業状況を示してし?!)。 しかしながら，需要 

増加ならびに重点生産方式の導入にもかかわらず，1939年 7 月の就業状況は， 3 年前の1936年 7 月 

と比較しても変化はなかった。同圧延ラインは ’ 1939年 7 月に総計84%交代 数 を 示 し てい る 力';,
(73)

1936年 7 月には84交代数で就業していた。原料不足の結果として，厚板ならびに中薄板圧延場では，

1939年 8 月に少なくとも4 日，一時体業せざるをえなかったし，その上，士曜日は短時間労働を余
(74)

儀なくされていた。

「三田学会雑誌」77卷3号 （1984年8月）

G H H においても， またクルップ鋳鋼工場においても’ 全体としてみると，压延部門では生産設 

傭の拡大はほとんどなされなかったといえよう。それにもかかわらず圧延生産が増加した理由を’ 

ボ ー フ ム 連合の分析を行なったゼ ー ボ ル 卜 は ， ニ交代制から三交代制への移行に求めてし厂!^。 しか 

し’ 本稿の事例研究が明示するように，ゼーボルトの主張するようには’ 一律に圧延生産が発展し 

たわけではない。すなわち’ 圧延生産は，原料不足とその対策として実施された需要統制によって， 

多な発展を示しているのである。需要が急増した棒鋼においては，三交代制導入によってその生 

産が増加したが，他のBE延生産物においては’ 逆にその生産は停滞ないし減少せざるをえなくなり, 

しかも時には，一時体業制が導入されたり，上記棒鋼生産のための交代組を確保するために，三交 

代制からニ交代制にもどされたりもしている。

G H H の W. 0 . の平均就業労働者数は，1936_/37年から1938/39年に1,385名から1,468名にま 

でしか増加しておらず’ 世界経済恐慌以前に比して15〜20%下回ってし(、さ。総じて，G H H では， 

労働力確保という点において，新規採用によるよりもむしろ企業内労働力移動にョリ大きな比重が 

おかれていた。それが’ 結果的には就業労働者総数の停滞をもたらしたといえよう。それに対し， 

クルップ鋳鋼工場では重点は新規採用にあり，結果として，鋳鋼工場における就業労働者総数の著 

しい増加をもたらしたのである。

m 企 業 内 労 働 力 移 動 の 実 態 と 意 義  

前章で示唆したごとく’ 労働力確保には二つの方策があった。すなわち’ 新規採用と企業内労働

〔72) Monatsberichte N.O. der GHH Juli 1938 und Juli 1939, in: HA/GHH 400100/ 36： 5; 38： 5.

.(73) Monatsbericht N-O. der GHH Juli 1936, in: HA/GHH 400100/32： 3.

〔74) Schreiben Schmidts an Kellermann vom 3. Aug. 1939, in: HA/GHH 400101301/0.

〔75) H. Yano: op. cit., Kap. 2.

(76) G.-H. Seebold: op, cit" S .131 ff.

(77) Monatsberichte W .O ' der GHH 1928/29;1936/37 bis 1938/39, in: HA/GHH 400100/13:3; 32. 2; 34.4' 

36:4. ’ . ,
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年

増 買 離 職

新 規  
採 用

企業内 
流 入 計

企業外 
離 職

企業内 
流 出

計

1936

1937

1938 

1939。

3,350 名 
3,571 

5,515 

4,118

1,703名 
1,954 

2,246 

1,484

5,153名 
5,525 

7,761 

5,606

1,186名 
1,421 

2,063 

1,832

1,671名 
2,081 

2,484 

2,148

2’857名 
3,502 

4,547 

3,980

計
(% )

16,554

(69)

7,387

(31)

23,941

(100)

6,502

(44)

8,384

(56)

14,836

(100)

第二次世界大戦前夜におけるドイッ製鉄業の労働力配分 

力移動とである。ナチス労働政策は’ とくに第二次四力年計画実施に伴う新規採用の規制'つづく 

1939年 3 月の解雇規制によって労働力移動を制限しようとするものであった。 しかし’ 企業内の労 

働力移動は，企業側の自由裁量にまかされていた。就業労働者数の増加あるいは減少の背後には， 

労 働 者 の 増 員 （Zuzang) —— 企業外からの新規採用ならびに企業内の他の職場からの労働力流入一

一 と 離 職 （Abgang) —— 企 業 外 へ の 離 表1 1 :クルップ愈铜工場内の製鉄•铁加工部門における労

職 な ら び に 企 業 内 の 他 の 職 場 へ の 労 働 働者の増員•離職 

力流出—— とが存在していたのであ 

り，就業労働者数の増加は決して一直 

線に進行したわけではない。そこで本 

享では， この企業内労働力確保の実態 

を，G H H とクルップ鋳鋼工場との製 

鉄部門を例にとり，分析することにし 

よう。

クルップ鋳鋼工場の製鉄• 鉄加工部 

門においては，1930年代後半に，新規 

採用は全体の増員数の約70% を占めて 

い た （表11)。 しかもこの割合は1938年 

以降上昇している。それに対して’ こ 

の時期に企業内労働力流入は減少して 

いる。次に離職であるが，そのうち，

企業内の他の職場への労働力流出は，

1930年代後半に, 60%弱を占め,大きな 

比率を占めていた。表 12は，企業外へ 

の離職の理由を示す表である。労働者 

の希望に基づく離職は全体の約30% を 

占め， しかも1938年以降増えている。

それに対し，企業側の要求による解雇 

の割合は7 % を占めるにすぎないが’

作業不能’ 不適性あるいは病気等を理由とする離職を含めると約20%を占めている。

さらに クルップ鋳鋼工場の製鉄部門内部に注目するならば，労働者増員は各工程において異なっ

1 ) 9 月キで
資料：HA/Krupp WA 41/6-58, 59, 60.

表12 : クルップ鋳鎭工場内の製鉄•鉄加工部門における労 

働者の企業外離職の理由

理 由 1936年 1937年 1938年 1939年 1) 計

希 望 離 職 214名 384名 672名 695名 1,965名
企 業 要 求 96 99 117 142 454

窃 盗 . 不正等 9 24 19 14 66

協 約 違 反 47 62 92 105 306

兵 役 266 319 361 148 1,094

労 働 卷 仕 192 245 429 504 1,360

労 働 不 足 1 2 23 9 35

専門学校就学 34 35 32 25 126

見 習 修 了 31 15 23 18 87

組み立て作業修了 26 42 5 0 73

企業外引渡し 55 27 32 13 127

長 期 疾 病 47 46 55 47 195

不 適 性 22 25 42 48 137

労 働 不 能 58 68 80 46 252

死 亡 97 112 133 130 472

総 計 1,195 1,505 2,105 1,944 6,749

1 ) 9月まで。
資 料 ：HA/Krupp WA 41/6-58, 59, 60.

:主 （78) T. Mason: Arbeiterklasse; ders.: Sozialpolitik, pass im .邦語文献として，尸原前掲論文「ナチスの労働政

策」ならびに拙稿参照。

—— 113 (.429')——



た様相を呈している。高炉'マルティン製鋼場Wならびに圧延場I においては，労働者増員の75%

以上が新規採用によっていた。 しかし，それ以外の工程においては ’ 就業労働者の増員の約半分が

企業内労働力流入によって充足されている。労働者の離職については ’ 高炉，製鋼場においては，

他の工程への企業内労働力流出が企業外流出よりも多く’それに対し圧延場においては，反対に企

業外流出よりも少ない。換言すれば’ 高炉’ 製鋼場は，クルップ鋳鋼工場内の他の部門•工程にと

って重要な労働力補充源であった。それに対し圧延場においては’ 労働者の希望による離職は，離

職全体の中で低い割合を占めるにすぎない。すなわち，圧延場就業労働者は自らすすんで他の職場

に移りたがらなかったことを示している。 マルティン製鋼場における特徴は’ 勞働者離職のうち，

企業外への労働力流出が低い割合しか占めていなかったことであるが，これは，すでにみたように,

ここでの労働力需要が社外エによって充足されていたことによる。

就業者数の増加が小さいことが必ずA
表13 :GHHの高炉就業労働者の増員•離職

しも労働力移動の停滞を意味するもの 

でないことは，すでに示唆してきたと 

ころである。G H H のE. 0 .の高炉で 

は，1938年夏以降，就業労働者数の推 

移が停滞していたが（図2) , まさにこ 

の時期に労働者の流入.流出は激化し 

ている（表13)。 トーマス製鋼場では，

1937/38年から1938/39年に労働者の増員は103名から62名に減少している。しかし同時期に企

業内労働力流入が大幅に減少したため，新規採用は，絶对数では68名から57名に減少しているもの 
(80)

の，相対的には増加している。すなわち，これまで労働力不足が重大な事態になっていたと考えら

れていた時期に，G H H の製鋼場では，新規採用の比重が高くなっていたのである。

G H H のマルチィン製鋼場においては，1936年10月に18名の労輝!者増員がみられたが，そのうち

16名がトーマス製鋼場から充当されている。 ここマルティン製鍋場では，1937年 1 月に，就業労働

者総数はほとんど不変であったが，企業内労働力流入が約6 %を占めていた。マルティン製鋼場は，

1937/38年に，労働者増員の約4 分の3 を企業内労働力流入によって充足してい'た)。翌1938/39年

にはここでは生産量は減少しているのに対し，労働者数は増加している。しかもその際，労働者増

員は88名から101名に増えている力^ そのうち，新規採用によるものは22名から94名に大幅に増加
(82)

している6 以上の例は，労働力不足ま態がそれほど深刻ではなかったことを物語っているであろら.

r三田学会雑誌」77卷3号 (1984年g月）
(79)

営 業 年 度 増 貝 離 職

1928/29 183名 122名
1932/33 95 40
1936/37 100 54
1937/38 310 101
1938/39 235 216

資料 ：Monatsberichte E. 0. der GHH 1928/29; 1932/33; 

1936/37; 1937/38; 1938/39; in: HA/GHH 400100/ 

13 ：1;24 : 1 ; 3 2  ：1：34 ： 3; 36 ： 3 .

注 〔7 9 )以下の叙述について表6, 7, 9 ,1 0 ,それ以外の統計資料は，HA/Krupp WA 41/6-58, 59, 60をもとにした。

(80) Monatsberichte N.O. der GHH 1937/38;1938/39, in: HA/GHH 400100/34: 5; 36: 5.

〔81) Monatsberichte N.O. der GHH Okt. 1936 und Jan. 1937, in: HA/GHH 400100/32； 3; Monatsberichte 

N .0. der GHH 1937/38, in: HA/GHH 400100/34： 5.
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最後に，G H H の圧延工場の労働力確保の実態をみてみよう。仕 上 げ 工 程 を 含 め た N. 0 . 内の

圧延工場では，1937/38年から1938/39年にかけて労働者総数はほとんど変化していないが，労働

者増加数は102名から107名へと推移している。そのうち，企業内労働力流入の割合は，26%から11

% に減少している。 ここでも1938/39年には，労働力需要は主に新規採用によって充足されていた
(83)

のである。：N. 0 . の製鋼場では，1930年代後半に増員が多くなかったにもかかわらず，就業労働者 

数は増えている。 これは，労働者の離載が少なかったことに起因する。1938/39年 N. 0 . で高い 

労働者離職が読みとれるが， これは，田延場ならびにその仕上げ場における高い労働者離職を意味 

している。 これは， とりもなおさず，前享でのべたごとく，圧 延プログラムの変更に起因するので 

ある。 ところで， N. 0 . の労働者の離職の理由の中で， 解雇が大きな位置を占めている（表14) 。

企業内の他の職場への労働力流出は， 

たとえその割合は減少しているとはい 

え，重要な役割を果していることは看 

過できないであろう。

前述したように，本稿の対象とする 

時期においては，まず1936年10月の粗 

鋼生産制限措置が，企業の生産政策， 

雇用状況に変化を与えた。 さらにその 

後の過程で，需要統制措置により，一 

•定の圧延生産品目の重点的生産が必要 

となった。 こうした諸措置，そこから 

生ずる企業の生産政策の変更は，雇用

表14 ： GHHのN .O .就業労働者の離職理由

理 由
1937/38年 1938/39年

絶対数 % 絶対数 %

解 雇 89名 31.0 235名 44.5
企 業 内 流 出 93 32.4 118 22.3
死 亡 19 6.6 23 4.4
疾 病 20 7.0 7 1.3

兵 役 23 8.0 6 1.1
労 働 參 仕 31 10.8 71 13.4
職買への昇格 10 3.5 10 1.9
企業外への引渡し 1 0.3 — —

不 適 性 1 0.3 — 一

労 務 義 務 — — 12 2.3
実 習 — — 1 0.2

総 計 287 100.0 528 100.0

資料：Monatsberichte N. 0. der GHH 1937/38; 1938/39, 
in: HA/GHH 400100/34 ： 5; 36 : 5 .

状況の変化，就業労働者数の増加あるいは逆に一時休業制の再導入をもたらすまでになっている。

企業内労働力移動は，1938/39年にはその意義は低下したものの，その流動性のゆえに，労働力確

保の重要な手段であったといえよう。 この企業内労働力移動は，企業の.自由载量にまかされていた

ので，国家の労働配置政策とは無関係に労働力を配分する可能性が与えられたが， このことは，必

ずしも企業にとって最適な労働力配分がもたらされたことを意味しない。例 え ば G H H では，1938

年 9 月に，労働力が，個々の載場間で調整されないまま移動していることが問題とされている。そ

こでG H H は，企業内で労働力を確保する場合には，個々の職場から*前に了解をとっておくよう

通達している。そして，その際特別な事情から不可避とみなさざるをえない場合にのみ労働力移動
(84)

が許可される， という限定がつけられた。G H H の製鉄部門で1938/39年に企業内労働力移動が減

5主 (82) Monatsberichte N.O. der GHH 1938/39, in: HA/GHH 400100/35: 5.

(83) Monatsberichte N.O. der GHH 1937/38;1938/39, in : HA/GHH 400100/34; 5; 36; 5.
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少した* 実は， こうした享情にも起因しているといえよう。G H H はこの時期に重点を新規採用に 

移していたが，新規採用者が増加したという事室は， これまでの研究史上で主張されていたほど労 

働力不足が深刻ではなかったことを示唆しているといえよう。

I V 結 論

. 1936年以降の製鉄業の生産政策に最大の影響を及ぼした要因は，すでに指摘したように，原料不 

足である。原料不足は，国家の生産 • 需要統制を招来した。1936年10月に実施された粗鋼生産制限 

は，原料供給に生産を適応させる目的をもっていたが，粗鋼生産ばかりでなく，鉄鉄生産ならびに 

圧延生産の縮小をもたらしている。 ところ力' : , 需要が急増したため， この粗鋼生産制限は，実質的 

には放棄せざるをえなくなった。それに代って，圧延の生産能力に応じて製鉄を生産する方策と出 

延生産物の一定程度の需要規制が導入され，製鉄生産はその後増加するが，1938/39年には，原料 

不足のため， この方策も限界に達している。そこで, 需要統制が導入され，圧延生産の中で參鋼生 

産に重点がおかれるようになった。原料不足のため生産設備の拡大を困難とみた企業は，生産プロ 

グラムの変更によってこれに対処している。すなわち，一方で，棒鋼を生産することのできる圧延 

ラインの操業率の向上（特に三交代制の導入によって），他方で，それ以外の圧延場.圧延ラインでの 

生産制限，三交代制の生産工程ではニ交代制への転換，あるいは一時休業制の導入， という生産政 

策が実施されている。

こうした一連の生産政策とその変化は，原料不足とそれに結びついた国家の経済統制に条件づけ 

られていたが， ここで注目すべきは， この生産政策が個々の職場の生産のあり方を規定していたと 

いう点である。本稿は，G H H とクルップ鋳鋼工場との製鉄部門を例にとり，労働力配分を個々の 

生産工程について，その生産活動の展開との関連で分析してきた。両企業は，原料供給状況といか 

なる生産物をどれくらい生産すべきかという需要状況とを考慮して，その生産政策を実施していた。 

こうした生産諸要因との関連の中で，労働力は確保 . 配分されていたのである。労働力は，個々の 

生産工程における生産活動の展開において一要因を形成していたものの，決して決定的な要因では 

なかった。企業は，他の生産諸要因の最適利用をめざして，必要に応じて労働力を企業内で確保し 

たり新規に採用していたのである。両企業の労働力配分政策における差異は， クルップ鋳鋼工場が 

新規採用にヨリ高い比重をおいていた点であろう。それゆえ， ここでの就業労働者数はG H H に比 

ぺて，はるかに急速に増加しているのである。

しかし，就業労働者総数の分析からだけでは，労働力配分の実態は明らかにならない。再度強調 

するが，就業労働者総数は，いわば労働者の増員.離職の結果だけを示しているにすぎないからで

注 （84) Rundschreiben Kellermanns Und Hilberts vom 27. Sept. 1938, in: HA/GHH 400140/21.

—— 116 (452)



ある。労働者の増員. 離職は，第一に，企業間の労働力流入• 流出，第二に，企業内の労働力移動

を含んでいるが，それらの分析を通してはじめて労働力配分の実態がヨリ具体的に明らかとなる。

労働力確保に関していえば，従来の研究で労働力不足事態が深刻化したと考えられた1938/39年に，

新規採用，すなわち，企業外からの労働力流入が激化している。労働力流出については，研究史上，

労働力不足により，労働市場における労働者の地位が好転し，その結果，労働者はヨリ良い賃金•

労働条件を求めて離職したり，あるいは解雇を強要したことのみが強調されてきた。こうした労働

力流出の傾向は，確かに存在していた。それは，自らの希望による企業外離職が広巩に存在してい

たことでも示される。しかし，これだけを強調しすぎてはならない。本稿で示したように，解雇さ

れ，職場を失うという危険性も同じように存在していたのである。

企業内労働力移動は，たとえ1938/39年にその比重が減じたとはいえ，労働力不足のゆえに必要

となった労働力確保の一手段というよりは，原料不足から生じた生産政策の転換に対応した措置で

あり，労働力需要をヨリ流動的に充足するための重要な手段であった。製鉄企業は，経済統制から

生ずる生産政策の変化との関連で，この企業内労働力移動を利用していたのセある。

さらに，企業の生産政策とそれに結びついた雇用政策は，個々の職場の生産のあり方を規定して

いた。この生産のあり方は，個々の労働者にとっての労働条件の基礎を与えるものである。例えぱ，

ニ交代制か三交代制か，という問題は，企業の生産政策に条件づけられており，生産設備の利用度

に大きな影響を与えていた。しかしこれは同時に，労働者にとっては労働時間を基本的に規定する

ものであり，またそれとともに，賞金収入の動向にも影響を与えるものである。本稿が明らかにし

た点は，一般的にニ交代制から三交代制に移行したとはいえず，生産プログラムの転換に基づき，

生産工程によって三交代制に移行したり，逆にニ交代制に移行したりしているということである。

かかる交代制の変更，あるいは同一交代制においても労働時間の変化は，労働力不足に起因したよ

りは，第一に，原料不足とそれに結合した国家の経済統制，第二に，この関連で実施された個々の
(85)

企業の生産政策とその変化に起因したのである。

, (慶應義塾大学大学院経済学研究科博士課程）
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注 （8 5 )労働時間，賞金等の労働諸条件がいかなる変化をうけたのかについては，稿を改めて論じることにしたい。
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